
課　税　標　準　数　量 税　　　　　　額

千本 千円

16,088,105 69,718,321

- -

- -

83 365

- -

- -

16,088,189 69,718,686

-

69,718,686

351,421

69,367,263

過 少 申 告 -

無 申 告 -

人

42

千円

-

-

場　　　　　　数

場

製造たばこ製造場 2

原 料 事 務 所 -

そ の 他 2

19

23

調査時点：平成22年３月31日

製 造 場

(2)　製造場数

紙 巻 た ば こ

差 引 税 額

手 持 品 課 税 額

か ぎ 用 の 製 造 た ば こ

計

合　　　　　計

法 定 製 造 場

区　　　　　　分

(1)　課税状況

加 算 税 額

還 付 金 額

納 期 限 延 長 税 額

課 税 人 員

パ イ プ た ば こ

葉 巻 た ば こ

刻 み た ば こ

調査対象等：平成21年４月１日から平成22年３月31日までの間の申告又は処理による課税
　　　　　　事績を示した。

９　たばこ税及びたばこ特別税

合 計 税 額

控 除 税 額

区　　　　　　分

か み 用 の 製 造 た ば こ

名古屋国税局　間接諸税(H21)



(2)　関係場数

数　　　量 税　　　額 場　　　　数

㎘ 千円 場

8,225,317 6

111,047 -

88 3

- 69

8,114,355 436,564,739 -

8,616 11

436,556,105 5

過 少 申 告 2,654 23

無 申 告 5,315 71

436,564,072 73

人

千円

- 7

66,916,216 -

5

4

12

441

-

33

782

調査時点：平成22年３月31日

(3)　課税状況の累年比較

数　　量 税　　額

㎘ ㎘ ㎘ ㎘ 千円 千円 千円

平 成 17 年 度 8,918,738 120,400 53 8,798,390 473,353,427 △11,666 473,365,083

平 成 18 年 度 8,629,183 116,492 56 8,512,746 457,985,186 2,207 457,982,968

平 成 19 年 度 8,840,505 119,346 47 8,721,207 469,200,940 1,824 469,199,105

平 成 20 年 度 8,485,498 114,552 132 8,371,079 428,851,179 3,803 428,847,360

平 成 21 年 度 8,225,317 111,047 88 8,114,355 436,564,739 8,616 436,556,105

差　引　計
用途外使用
等　数　量

㎘

課　税　標　準
年　　度

移　　　出
数　　　量

欠減控除
数　　量

場内消費
数　　量

390

19

免 税 揮 発 油
使 用 場

-

納 期 限 延 長 税 額

合 計

調査対象等：平成21年４月１日から平成22年３月31日までの間の申告
　　　　　又は処理による課税事績を示した。
(注)   平成21年４月１日以降、地方道路税は、地方揮発油税に名称が
　　　変更されたため、加算税には地方道路税に係る処理事績を含んで
　　　いる。

航 空 用 揮

発 電 等 用 揮

塗 料 用 揮

-

特 定 石 油 化 学 製 品 使 用 場

-

合　　　　　　　　　　計

控　除　税　額

-

-

駐 留 軍 等 用 免 税 使 用 場 ・ 指 定 店 舗

外 国 公 館 等 用 指 定 給 油 所

石油化学工場

-

区　　　　　分

そ の 他

ガ ス 工 場

特 定 石 油 化 学 製 品 製 造 場

そ の 他

未 納 税 蔵 置 場

特 定 石 油 化 学 製 品 蔵 置 場

ノ ル マ ル パ ラ フ ィ ン 用 揮

印 刷 用 イ ン キ 用 揮

天 然 揮 発 油 製 造 場

廃 油 再 製 工 場

接 着 剤 用 揮

洗 浄 用 又 は 離 型 用 揮

ゴ ム 用 揮

課 税 標 準

控 除 税 額

差 引 計

還 付 金 額

加 算 税

課 税 人 員

10　揮発油税及び地方揮発油税

区　　　分

製 造 場

製 油 所

用 途 外 使 用 等 数 量

移 出 数 量

欠 減 控 除 数 量

場 内 消 費 数 量

(1)　課税状況

名古屋国税局　間接諸税(H21)



(1)　課税状況

数　　　量 税　　　額

㎘ 千円

128,835 3,165,183

沖 縄 路 線 航 空 機 に
係 る 軽 減

14,199 184,587

特定離島路線航空機に
係 る 軽 減

- -

78,619

沖 縄 路 線 航 空 機 に
係 る 軽 減

23,954

特定離島路線航空機に
係 る 軽 減

-

3,086,544

過 少 申 告 94

無 申 告 837

重 -

3,087,475

調査対象等：平成21年４月１日から平成22年３月31日までの間の申告又は処理による課税事績を示した。

(2)　関係場数

納　税　地　数

場

68

定 期 運 送 事 業 者 に
係 る も の

3

そ の 他 の も の 81

152

調査時点：平成22年３月31日

(3)　課税状況の累年比較

数　　　　　量 税　額

㎘ 千円

123,970 2,985,930

135,554 3,320,827

148,625 3,573,187

140,601 3,314,505

128,835 3,165,183

11　航空機燃料税

積 込 数 量 及 び 税 額

区　　　分

控 除 税 額

差 引 計

う
ち
軽
減
税
率

う
ち
軽
減
税
率

特 例 承 認 に 係 る も の

合　　　　　　　　　　計

区　　　　　分

合　　　            　計

加 算 税

そ の 他

年　　　　　度

平成17年度

平成21年度

平成20年度

平成19年度

平成18年度
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(1)　課税状況

重　　  　量 税　　  　額

t 千円

128,274 2,244,197

7,070

2,236,936

過 少 申 告 43

無 申 告 172

128,274 2,237,150

人

4,120

千円

-

-

(2)　関　係　場　数

場　　　　　数

場

177

56

106

13

352

原 料 用 -

熱 源 用 -

調査時点：平成22年３月31日

(3)　課税状況の累年比較

年　　　　　度 移　　出　　重　　量 税　　　　　額

t 千円

平 成 17 年 度 153,019 2,677,825

平 成 18 年 度 149,916 2,623,536

平 成 19 年 度 148,041 2,586,977

平 成 20 年 度 137,174 2,400,536

平 成 21 年 度 128,274 2,244,197

免 税 課 税 石 油
ガ ス 使 用 場

そ の 他

合　　　　　　　　　　計

課 税 人 員

区　　　　　分

納 期 限 延 長 税 額

着 脱 式 容 器 充 て ん 場

12　石油ガス税

合　　　　　　　　　　計

控 除 税 額

移 出 重 量

加 算 税

差 引 計

区　　　　　分

還 付 金 額

調査対象等：平成21年４月１日から平成22年３月31日までの間の申告又は処理による課税事績を
　　　　　　示した。

営 業 用 ス タ ン ド

自 家 用 ス タ ン ド
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数　　　　　量 税　　　　　額

㎘ 千円

- -

- -

t

- -

- -

-

-

-

過 少 申 告 -

無 申 告 -

-

(2)　関係場数

原　　　　　油 ガス状炭化水素 石　　　　　炭

場 場 場

- - -

1 - -

- - -

- -

1 - -

調査時点：平成22年３月31日

13　石　油　石　炭　税

(1)　課税状況

区　　　　　分

原 油

石 油 製 品

差 引 計

ガ ス 状 炭 化 水 素

課 税 人 員

控 除 税 額

合　　　　　　　　計

加 算 税

石 炭

計

自 家 用 採 取 場 所

合　　　　　　計

区　　　　　分

特 例 承 認 に 係 る 納 税 地

そ の 他 の 納 税 地

未 納 税 蔵 置 場

調査対象等：平成21年４月１日から平成22年３月31日までの申告又は処理による課税事績
　　　　　　を示した。

人

-

1,004

-納 期 限 延 長 税 額

還 付 金 額

千円
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(1)　課税状況

税　　　　　額 納　税　人　員

千円 人

（ 第 ９ 条 関 係 ） 12,175 340

（ 第 10 条 関 係 ） 2,850,315 2,873

（ 第 11 条 関 係 ） 5,070,222 16,643

（ 第 12 条 関 係 ） 3,554,900 48

11,487,614 19,904

30,574

11,457,041

44

232

-

件

779,600 4,552

174,648

人

1,015

台

1,466

調査対象等：平成21年４月１日から平成22年３月31日までの間の現金納付による課税事績を示した。

(2)　課税状況の累年比較

千円 千円 千円 千円 千円 人

平 成 17 年 度 15,878 3,162,348 7,027,017 3,642,284 13,847,529 21,029

平 成 18 年 度 12,072 3,201,621 6,864,104 3,588,141 13,665,933 20,927

平 成 19 年 度 12,106 3,224,728 6,198,419 3,569,508 13,004,757 21,129

平 成 20 年 度 6,922 3,219,195 5,802,378 3,568,806 12,597,304 21,086

平 成 21 年 度 12,175 2,850,315 5,070,222 3,554,900 11,487,614 19,904

年　　度

税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

納 税 人 員
税 印 押 な つ

印 紙 税 納 付
計 器 の 使 用
に よ る も の

書　式　表　示
預 金 通 帳 の
一 定 時 納 付
に よ る も の

合 計

過 怠 税

計

　　　　この場合、①課税物件に政府の定める書式による表示をするのを書式表示といい、②税印の
　　　押なつを受けることを税印押なつという。

（注）　印紙税は、原則として証書や帳簿に相当額の印紙をちょう付して納税することになっている
　　　が、株券、債券等のように一時に多数の課税物件を作成する場合等においては、印紙ちょう付
　　　による手数を省くため例外的に相当額を現金で納付することを認めている。

設 置 者 数

印 紙 税 納 付 計 器

設 置 台 数

還 付 金 額

14　印　紙　税

区　　　　　　分

重

税 印 押 な つ

印 紙 税 納 付 計 器 の 使 用 に よ る も の

差 引 計

充 当 税 額

書 式 表 示

預 金 通 帳 の 一 定 時 納 付 に よ る も の

過 少 申 告

加 算 税 無 申 告
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(1)　課税状況

数　　　量 税　　　額

千kw時 千円

130,860,136 52,613,134

133,293,901 53,317,560

137,556,762 51,863,509

132,997,250 49,873,968

122,992,920 46,122,345

従量料金制の供給販売電気 121,668,181

定額料金制の供給販売電気 953,011

計 量 自 家 使 用 販 売 電 気 296,513

推 計 自 家 使 用 販 売 電 気 75,216

122,992,920 46,122,345

過 少 申 告 -

無 申 告 -

重 -

46,122,345

(2)　課税人員

人　員

人

調査対象等：平成21年４月１日から平成22年３月31日までの申告又は処理による
　　　　　　課税事績を示した。

調査時点：平成22年３月31日

一 般 電 気 事 業 者

合　　　　　　計

課 税 人 員

販売電気の
電 力 量

加 算 税

区　　　　　分

人

1

15　電源開発促進税

12

区　　　　　　分

平　成　17　年　度

平　成　20　年　度

平　成　21　年　度

計

平　成　19　年　度

平　成　18　年　度
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